人事院規則10－13（東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等の除染等のための業務等に係る職員の放射線障害の防止）の一部改正
１　改正理由
(1) 平成23年３月11日に発生した東日本大震災に伴う東京福島第一原子力発電所の事故により放出された放射線物質の除染作業及び廃棄物の処理等に除染特別地域又は汚染状況重点調査地域(以下｢除染特別地域等｣という。)において従事する民間労働者に対する放射線障害の防止については、｢東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則｣(以下｢除染則｣という。)により措置されている。
今般、警戒区域の一部解除に伴い、除染特別地域等において、公的インフラの復旧、病院・福祉施設の運営、営農・営林、保守修繕、運送業務等が順次再開される見込みとなり、これらの業務に従事する民間労働者の放射線障害を防止するため、除染則が改正され（以下、改正後の除染則を｢改正除染則｣という。)、従来の除染等業務に特定汚染土壌等取扱業務(セシウム濃度が1万ベクレル／キログラムを超える土壌を取り扱う業務)を追加するとともに、新たに特定線量下業務(2.5マイクロシーベルト毎時を越える場所での業務)が追加されることとなり、6月15日公布され、7月1日に施行される。
　
(2) 公務においては、民間労働者が行う除染等業務の立会い等、除染等関連業務に従事する職員を対象に人事院規則10－13(東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等の除染等に係る職員の放射線障害の防止)(以下｢規則10－13｣という。)により措置されている。
公務においても、警戒区域の一部解除に伴い、職員が、除染特別地域等において民間事業者が行う公的インフラの復旧事業の立会い等のほか、復旧作業に係る調査・検査などに関わることなどが想定されている。また、避難区域の線引きの変更に伴い、新たに設けられた避難指示解除準備区域において、環境省職員が除染等業務のうち廃棄物収集等業務に従事することや新たに除染等業務として規定される特定汚染土壌等取扱業務に農水省等の職員が従事することが想定されていることから、これらの業務に従事する職員の放射線障害を防止するための措置を講ずるため、規則10－13を改正するものである。
２　規則１０－１３の改正内容
(1) 定義規定の新設等(第１条、第２条、第２条の２)
　　　今般の改正により本規則の対象となる業務の種類が増加することから、これらの業務について趣旨及び基本原則に追加するとともに、本規則に新たに定義規定を設け、この中で措置の対象とする地域についても明記する。
　(2) 措置の対象となる業務の追加
　　ア　特定線量下の業務の追加
　　　　除染特別地域等のうち、平均空間線量が2.5マイクロシーベルトを越える場所において行う復旧作業等に係る業務(除染等関係業務を除く。)（以下、｢特定線量下業務｣という。)を規制の対象に追加し、改正除染則と同様に、
・　職員の被ばく限度(1年50ミリシーベルト、5年100ミリシーベルト等)
・　職員の線量の測定等(外部被ばくの測定の義務付け、被ばく歴の調査等)
・　放射線障害を防止するための措置(事前調査等、診察等)
・　教育(放射線の生体に与える影響及び被ばく線量の管理の方法、放射線測定の方法等の知識、関係法令等についての教育等)の実施
に関する規定を適用するとともに、各省が定める除染等関連業務管理規程についても所要の改定を行う。(第３条、４条、５条、７条)　
　　　　　なお、特別定期健康診断については、改正除染則と同様、実施しない。
　　イ　除染等関連業務への対象業務の追加
　　　　　公務において従来から措置の対象としていた除染等関連業務に、汚染された物を直接取扱う業務(土壌等の除染等に直接従事する業務、廃棄物収集等業務及び特定汚染土壌等取扱業務)を新たに追加し、これらについても改正除染則と同様に放射線障害を防止するための措置として、事前調査、作業計画の策定、粉じん発散の抑制等を講じるよう定める。(第３条、４条、５条、７条)
　　　　　また、特別定期健康診断については、改定除染則と同様の業務を対象とした上で、規則１０－４(職員の健康及び安全保持)に定める健康診断等の規程を適用し、健康診断の項目等については規則10－5(職員の放射線障害の防止)の規程の例によることとする。(第６条)
　(3) 放射線量の通算
　　　今般追加する特定線量下業務と除染等関連業務又は規則10－5に規定する放射線業務(エックス線発生装置の使用、放射性物質の取扱等)に従事する職員については、改正除染則と同様に各々の業務において受ける又は受けた線量を合算して線量管理を行う。(第8条)
　(4) 関連改正
　　　規則1－34(人事管理文書の保存期間)及び規則10－5について、所要の規定の整備を行う。
３　実施時期
　　平成24年　6月29日公布
　　平成24年　7月　1日施行
　　人事院規則15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）及び人事院規則15－15
（非常勤職員の勤務時間及び休暇）の一部改正
Ⅰ　人事院規則15－14の一部改正
　１　経済産業省本省における宿日直勤務の開始に伴う改正
勤務時間法第13条第1項に各省各庁の長は正規の勤務時間以外の時間に設備等の保全、外部との連絡及び文書の授受を目的とする勤務その他の人事院規則で定める断続的な勤務を命ずることができるとされ、規則15－14第13条において、断続的な業務が列記されている。
経済産業省では、昨年の東日本大震災を踏まえ、災害・危機対応の見直しを行い、災害発生直後の初動対応力を強化するため、同省本省において、夜間及び週休日も災害発生に係る緊急業務に対応するための職員を常駐させることとなり、当該業務を同条第1項第3号に掲げる当直業務として行うことを認め、同号を改正するものである。　
　２　ドナー休暇の拡大に伴う改正
　　　白血病等の有効な治療法である骨髄移植のドナーとなる場合には特別休暇（規則15－14第22条第1項第3号）が認められている。
　　　造血幹細胞移植の方法には、骨髄移植と末梢血幹細胞移植とあり、これまでは骨髄移植に限られていたが、近年、白血球を増やす薬を注射することにより、末梢血（全身を流れる血液）中にも造血幹細胞が増加することが判明し、これにより増加した造血幹細胞を採取し移植する末梢血幹細胞移植手法が開発された。
　　　開発後も、末梢血幹細胞移植は血縁者間にしか認められていなかったが、平成22年8月、厚生科学審議会疾病対策部会造血幹細胞移植委員会において、非血縁者間での移植についても骨髄バンク事業への導入が了承され、同年9月に発出された厚生労働省局長通知（非血縁者間骨髄移植の実施に関する指針）にも加えられ、同年10月から、骨髄移植推進財団にて末梢血幹細胞移植事業が開始された。
　　　なお、同財団は、当初、末梢血幹細胞の提供者を骨髄の提供経験者に限っていたが、現在はそれに限定せずに既ドナー登録者にまで拡大しており、本事業が本格化すること、関係各方面からも適用の要望がなされていることから、規則15－14第22条第1項第3号に追加することとし、同号を改正するものである。
Ⅱ　人事院規則15－15の一部改正
　　非常勤職員については、規則15－15第4条第2項で年次休暇以外の休暇のうち無給休暇が規定され、同項第10号でドナー休暇が認められているが、常勤職員と同様の理由から同号を改正するものである。
Ⅲ　実施時期
　　平成24年　6月29日公布
　　平成24年　7月　1日施行
